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１．はじめに 

 気象庁による日本の気候変動 2020（令和 2 年 12 月）によれば，2 度，4 度上昇の各シナリオにおける日本

域の極端現象の将来変化として，時間降水量 50mm 以上の頻度は，それぞれ約 1.6 倍，2.6 倍に増加すること

が予測されており，わが国における気候変動の影響として，内水氾濫による被害も増大するものと思われる．

本研究では文部科学省の気候変動適応技術社会実装プログラム（SI-CAT）で作成された大規模アンサンブルデ

ータ d4PDF（5km，SI-CAT）を用いて，過去と将来の気候状態における 10 年確率の計画雨量を算定し，気候変

動による将来降雨が地下空間の浸水に与える影響について考察することを目的とする． 

２．方法  

(1) 過去と将来の 10 年確率降雨の算出方法 

d4PDF（5km，SI-CAT）では，過去実験として 1980 年 9 月～2011 年 8 月の期間の気候を，4℃上昇実験（以

下，将来）として，2080 年 9 月～2111 年 8 月の期間の気候を再現している．過去，将来実験の各アンサンブ

ルメンバから得られる 30 年の年時間最大雨量を 1標本として，水文統計ユーティリティ 1)より Gumbel 分布と

GEV 分布で 12 通りの確率雨量を算出する．確率雨量の算出結果には，偏りが生じているため，偏りを統計的

に補正した jackknife 推定値を扱う．また，確率分布の適合度を示す SLSC が 0.04 よりも大きくなるケース

は，標本に対して確率分布モデルの適合度が低いことから除外し，SLSC=<0.04 となるケースが多い方の分布

形を採用し，それらを平均した．また，確率雨量算出には，舛屋らの研究 2)において適用された「年最大降水

量に関する定数倍補正」により，バイアス補正を行った．10 年確率降雨の作成には 10 年確率 10 分雨量が必

要となるが，d4PDF（5km，SI-CAT）の時間分解能は 1時間であるため，推定する必要がある．ここでは既往研

究 3)と同様の方法を用いて 10 分雨量を推計した．次に，降雨強度式の式型は，流達時間が短い管路等で用い

られる Talbot 型（式(1)）とする．降雨強度式の作成は特性係数法に従い 4)，10 年確率 10 分雨量と 10 年確率

時間雨量から過去，将来それぞれの降雨強度式を作成し，図-1 に示すハイエトグラフを得た． 

(2) 氾濫解析の方法 

本研究では，下水道施設と地上の氾濫水を同時に計算可能な InfoWorks ICM を用いた．このソフトは「有効

降雨モデル」「地表面流出モデル」「管内水理モデル」「地表面

氾濫計算モデル」から構成される．有効降雨モデルにより算

出された有効降雨が地表面を流れ，地表面流出モデルにより

マンホールへの流入量を算定する．これが管内水理モデルの

入力データとなる．管内水理は，サンブナン式で計算され，

管きょの流れを解析している．地表面氾濫計算モデルでは，

浅水方程式を用いて，下水道から地表面へ溢れた水の流れを

解析しており，管内水理計算と地表面氾濫計算は連動して行

われる．ここでは，地上の氾濫水は住区内には流入せず，道

路面のみを流れるとした．さらに，地下空間への流入を評価

するために道路と階段の境界を堰によりモデル化している． 
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図 1 算定した 10 年確率ハイエトグラフ 
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道路における浸水深が堰の高さを超えた時，地下街へ流入し，地下街を経て地下鉄に流入した雨水は地下鉄軌

道内を流れるとした．なお，対象地域は，大規模地下街を含む大阪市の海老江処理区とする． 

３．結果および考察  

 過去と将来の 10 年確率の時間雨量は，それぞれ 50.0mm，61.0mm となり，将来の時間雨量は 1.22 倍に増加

する．また，算定した降雨強度式より，時間間隔 5分，継続時間 2時間で作成した中央集中型のハイエトグラ

フを図 1に示す．ピークの降雨強度は，過去，将来で，それぞれ 113.8mm/hr，175.7mm/hr となる． 

 算定した 10 年確率により内水氾濫解析を行った結果を図 2，図 3 に示す．過去降雨では，地上の湛水量，

浸水範囲も限定的でかつ，地下空間の浸水被害は認められなかった．一方，将来降雨では，過去降雨のケース

に比べていずれの指標も増大しており，地上の湛水量，浸水面積ともに 3.4 倍となった．また，10 年確率規

模の降雨では地下空間への浸水被害は発生しないにもかかわらず，将来の 4度上昇シナリオにおいては，10 年

確率規模の降雨で地下空間への浸水被害が発生することが示された．以上より，今後，温暖化対策が十分に発

揮されず，平均気温が 4度上昇するような場合には，高頻度での地下空間への浸水被害が発生する恐れがある

ことが示唆された． 

４．おわりに 

 本研究では，d4PDF を用いて過去と将来の確率雨量による内水氾濫解析を行い，気候変動が地下空間の浸水

に与える影響について検討した．その結果，将来気候では，高頻度で地下空間の浸水被害が発生する恐れがあ

ることから，温暖化対策と，地下空間の浸水を抑制するための適応策の検討が必要であることを示した． 
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図 2 内水氾濫解析による浸水深の分布（左図：過去実験ケース，右図：将来実験ケース） 

 
図 3 内水氾濫解析結果の比較 

0
2
4
6
8

10

過去 将来
浸

水
深

(c
m

)

0

20

40

60

80

過去 将来

浸
水

面
積

(h
a)

0
10
20
30
40
50

過去 将来

湛
水

量
(千

m
3 )

0
10
20
30
40
50

過去 将来

流
入

量
(m

3 )

(a)湛水量 (b)浸水面積 (c)平均浸水深 (d)地下流入量

CS16-04 令和4年度土木学会全国大会第77回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - CS16-04 -


